
関係法令（抜粋）

○ 古物営業法（昭和２４年法律第１０８号）

（許可の取消し）

第六条 公安委員会は、第三条の規定による許可を受けた者について、次に掲げるいず

れかの事実が判明したときは、その許可を取り消すことができる。

一 偽りその他不正の手段により許可を受けたこと。

二 第四条各号（第十号を除く ）に掲げる者のいずれかに該当していること。。

三 許可を受けてから六月以内に営業を開始せず、又は引き続き六月以上営業を休止

し、現に営業を営んでいないこと。

２ 公安委員会は、第三条の規定による許可を受けた者の営業所若しくは古物市場の所

在地を確知できないとき、又は当該者の所在（法人である場合においては、その役員

の所在）を確知できないときは、国家公安委員会規則で定めるところにより、その事

実を公告し、その公告の日から三十日を経過しても当該者から申出がないときは、そ

の許可を取り消すことができる。

３ （略）

第七条 古物商又は古物市場主は、第五条第一項第二号に掲げる事項を変更しようとす

るときは あらかじめ 主たる営業所又は古物市場の所在地を管轄する公安委員会 公、 、 （

安委員会の管轄区域を異にして主たる営業所又は古物市場の所在地を変更しようとす

るときは、その変更後の主たる営業所又は古物市場の所在地を管轄する公安委員会）

に、国家公安委員会規則で定める事項を記載した届出書を提出しなければならない。

２ 古物商又は古物市場主は、第五条第一項各号（第二号を除く ）に掲げる事項に変。

更があつたときは、主たる営業所又は古物市場の所在地を管轄する公安委員会に、国

家公安委員会規則で定める事項を記載した届出書を提出しなければならない。

３ 前二項に規定する公安委員会以外の公安委員会の管轄区域内に営業所又は古物市場

を有する古物商又は古物市場主は、前二項の規定による届出書の提出を当該公安委員

会を経由して行うことができる。

４ 第一項又は第二項の規定により提出する届出書には、国家公安委員会規則で定める

書類を添付しなければならない。

５ 第一項又は第二項の規定により届出書を提出する場合において、当該届出書に係る

事項が許可証の記載事項に該当するときは、その書換えを受けなければならない。

第十四条 （略）

２ （略）

３ 古物市場においては、古物商間でなければ古物を売買し、交換し、又は売却若しく

は交換の委託を受けてはならない。

第十九条 （略）

２ （略）

３ 古物商は、品触れを受けた日にその古物を所持していたとき、又は前項の期間内に

品触れに相当する古物を受け取つたときは、その旨を直ちに警察官に届け出なければ

ならない。



４ 古物市場主は、第二項に規定する期間内に、品触れに相当する古物が取引のため古

物市場に出たときは、その旨を直ちに警察官に届け出なければならない。

５ （略）

（指示）

第二十三条 古物商若しくは古物市場主又はこれらの代理人等がその古物営業に関しこ

の法律若しくはこの法律に基づく命令又は他の法令の規定に違反した場合において、

盗品等の売買等の防止又は盗品等の速やかな発見が阻害されるおそれがあると認める

ときは、当該古物商又は古物市場主の主たる営業所又は古物市場の所在地を管轄する

公安委員会は、当該古物商又は古物市場主に対し、その業務の適正な実施を確保する

ため必要な措置をとるべきことを指示することができる。

２ 公安委員会は、他の公安委員会の管轄区域内に主たる営業所若しくは古物市場を有

する古物商若しくは古物市場主で当該公安委員会の管轄区域内において古物営業を営

むもの又はこれらの代理人等が当該公安委員会の管轄区域内におけるその古物営業に

関しこの法律若しくはこの法律に基づく命令又は他の法令の規定に違反した場合にお

いて、盗品等の売買等の防止又は盗品等の速やかな発見が阻害されるおそれがあると

認めるときは、当該古物商又は古物市場主に対し、その業務の適正な実施を確保する

ため必要な措置をとるべきことを指示することができる。

（営業の停止等）

第二十四条 古物商若しくは古物市場主若しくはこれらの代理人等がその古物営業に関

しこの法律若しくはこの法律に基づく命令若しくは他の法令の規定に違反した場合に

おいて盗品等の売買等の防止若しくは盗品等の速やかな発見が著しく阻害されるおそ

れがあると認めるとき、又は古物商若しくは古物市場主がこの法律に基づく処分（前

条の規定による指示を含む ）に違反したときは、当該古物商又は古物市場主の主た。

る営業所又は古物市場の所在地を管轄する公安委員会は、当該古物商又は古物市場主

、 、 、に対し その古物営業の許可を取り消し 又は六月を超えない範囲内で期間を定めて

その古物営業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

２ 公安委員会は、他の公安委員会の管轄区域内に主たる営業所若しくは古物市場を有

する古物商若しくは古物市場主で当該公安委員会の管轄区域内において古物営業を営

むもの若しくはこれらの代理人等が当該公安委員会の管轄区域内におけるその古物営

業に関しこの法律若しくはこの法律に基づく命令若しくは他の法令の規定に違反した

場合において盗品等の売買等の防止若しくは盗品等の速やかな発見が著しく阻害され

るおそれがあると認めるとき、又は当該古物商若しくは古物市場主が当該古物営業に

関しこの法律に基づく処分（前条の規定による指示を含む ）に違反したときは、当。

該古物商又は古物市場主に対し、六月を超えない範囲内で期間を定めて、当該古物営

業の全部又は一部の停止を命ずることができる。

（旧許可証に関する経過措置）

附則第三条 （略）

２ みなし新法許可者であって、二以上の公安委員会の管轄区域内の営業所又は古物市

場について旧法許可を受けていたものは、施行日から一年を経過する日までの間に、

国家公安委員会規則で定める書類及びその者の有する旧法許可に係る全ての旧許可証



を添付して、主たる営業所又は古物市場の所在地を管轄する公安委員会に新法許可に

係る古物営業法第五条第二項の許可証の交付の申請をしなければならない。

３及び４ （略）

（罰則）

附則第五条 次の各号のいずれかに該当する者は、十万円以下の罰金に処する。

一 （略）

二 附則第三条第二項の規定に違反した者

○ 刑法（明治４０年法律第４５号）

（あへん煙等所持）

第百四十条 あへん煙又はあへん煙を吸食するための器具を所持した者は、一年以下の

懲役に処する。

（未遂罪）

第百四十一条 この章の罪の未遂は、罰する。

（未遂罪）

第百八十条 第百七十六条から前条までの罪の未遂は、罰する。

（強盗・強制性交等及び同致死）

第二百四十一条 （略）

２ 前項の場合のうち、その犯した罪がいずれも未遂罪であるときは、人を死傷させた

ときを除き、その刑を減軽することができる。ただし、自己の意思によりいずれかの

犯罪を中止したときは、その刑を減軽し、又は免除する。

３ （略）

○ 産業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）

第七十八条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、一年

以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。

一 第三十四条の規定に違反して、表示を付したとき。

二 第三十六条の規定による命令に違反して、表示の除去若しくは抹消又は販売若

しくは提供の停止を行わなかつたとき。

三 第三十八条の規定に違反して、輸入に係るものを販売したとき。

四 第五十二条第一項の規定による命令に違反して、認証の業務の全部又は一部の

停止を行わなかつたとき。

○ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）

第三十一条の二 （略）

２ 営利の目的で前項の違反行為をした者は、無期若しくは五年以上の有期懲役又は無

期若しくは五年以上の有期懲役及び三千万円以下の罰金に処する。

３ （略）

第三十一条の三 （略）

２ （略）



３ 次の各号に掲げる規定の違反行為が、団体の活動として、当該違反行為を実行する

ための組織により行われたときは、当該違反行為をした者は、当該各号に定める刑に

処する。

一 第一項前段 一年以上十五年以下の懲役又は一年以上十五年以下の懲役及び五百

万円以下の罰金

二 第一項後段 一年以上の有期懲役又は一年以上の有期懲役及び七百万円以下の罰

金

三 前項 五年以上の有期懲役又は五年以上の有期懲役及び三千万円以下の罰金

４ （略）

○ 著作権法（昭和４５年法律第４８号）

（侵害とみなす行為）

第百十三条 （略）

２及び３ （略）

４ 前二項に規定するウェブサイト等とは、送信元識別符号のうちインターネットにお

いて個々の電子計算機を識別するために用いられる部分が共通するウェブページ（イ

ンターネットを利用した情報の閲覧の用に供される電磁的記録で文部科学省令で定め

るものをいう。以下この項において同じ ）の集合物（当該集合物の一部を構成する。

複数のウェブページであつて、ウェブページ相互の関係その他の事情に照らし公衆へ

の提示が一体的に行われていると認められるものとして政令で定める要件に該当する

ものを含む ）をいう。。

５ （略）

６ 技術的利用制限手段の回避（技術的利用制限手段により制限されている著作物等の

視聴を当該技術的利用制限手段の効果を妨げることにより可能とすること（著作権者

等の意思に基づいて行われる場合を除く ）をいう。次項並びに第百二十条の二第一。

号及び第二号において同じ ）を行う行為は、技術的利用制限手段に係る研究又は技。

術の開発の目的上正当な範囲内で行われる場合その他著作権者等の利益を不当に害し

ない場合を除き、当該技術的利用制限手段に係る著作権、出版権又は著作隣接権を侵

害する行為とみなす。

７から１１ （略）

○ 不正競争防止法（平成５年法律第４７号）

（定義）

第二条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。

一から十九 （略）

二十 商品若しくは役務若しくはその広告若しくは取引に用いる書類若しくは通信に

その商品の原産地、品質、内容、製造方法、用途若しくは数量若しくはその役務の質、

内容、用途若しくは数量について誤認させるような表示をし、又はその表示をした商品

を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しくは

電気通信回線を通じて提供し、若しくはその表示をして役務を提供する行為



二十一及び二十二 （略）

（罰則）

第二十一条 （略）

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金

に処し、又はこれを併科する。

一から六 （略）

七 第十六条、第十七条又は第十八条第一項の規定に違反した者

（ ）○ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 平成１４年外法律第８８号

（違法に捕獲又は輸入した鳥獣の飼養、譲渡し等の禁止）

第二十七条 この法律に違反して、捕獲し、若しくは輸入した鳥獣（この法律に違反し

て、採取し、又は輸入した鳥類の卵からふ化されたもの及びこれらの加工品であって

環境省令で定めるものを含む ）又は採取し、若しくは輸入した鳥類の卵は、飼養、。

譲渡し若しくは譲受け又は販売、加工若しくは保管のため引渡し若しくは引受けをし

てはならない。


